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通運作業の基礎知識

Ⅰ作業管理



通運作業の基礎知識

通運作業の知識

・トラックの運転
・荷物のコンテナへの積付け／取卸し
・荷崩れ防止のための措置
・フォークリフトの操作

集配作業
（荷主企業からのコンテナの集荷と配達）

・ORSと列車発着駅間の代行輸送
・集配トラック・コキ車のコンテナ積降し

ＪＲ貨物からの業務委託作業

【技術的知識】 ⇒ 集配トラックの運行、コンテナへの貨物の積込み、フォークリフトの操作、
荷崩れの防止、大型フォークリフトやトップリフターの操作

【関係法令の知識】 ⇒ 道路法、道路運送車両法、道路交通法、貨物自動車運送事業法、
労働基準法、労働安全衛生法

【構内ルール】 ⇒ レールの中を歩かないなどの「５Ｒ運動」

幅広い知識の習得が求められる！

通運作業
（鉄道利用運送事業者が行う作業）



通運作業の基礎知識

作業管理の目的 改善の４原則

作業管理と作業改善の必要性

お客様の満足を得られ、
継続できる作業提案

A.事故（労災・交通・貨物事
故）のない作業の提供

B.価格競争のある作業の提供

作業改善

原価
管理

能効率管理

安全
管理

Ｅ：Eliminate①
【排除】

なくせないか？

(やめられないか？)

C:Combine     ②
【統合】

一緒にできないか？
(まとめられないか？) 

R:Rearrange ③
【交換】

順序変更できないか？
(入れ替えできないか？)

S:Simplify ④
【簡素化】

省略して単純化できないか？
(簡単にできないか？)

検討する際の順番
Ｅ【排除】⇒Ｃ【統合】⇒Ｒ【交換】⇒Ｓ【簡素化】



通運作業の基礎知識

出所 ： 国土交通省

運輸安全マネジメント



通運作業の基礎知識

出所 ： 国土交通省

運輸安全マネジメント

http://www.mlit.go.jp/common/001035903.pdf


通運作業の基礎知識

運行管理・整備管理体制

運行管理・整備管理のポイント



通運作業の基礎知識

運行管理・整備管理体制

自動車運転者の労働時間改善のための基準告示の概要（2024年4月改正）



通運作業の基礎知識

２０２４年問題について（法的な変更点）

2024年4月以降、働き方改革関連法、改善基準2024年4月以降、働き方改革関連法、改善基準

告示改正によって、ドライバーにも時間外労働上限が適用されます。
告示改正によって、ドライバーにも時間外労働上限が適用されます

2024年3月まで
・2019年の労働基準法改正の際、適用までに5年間の猶予
・一日の休息時間（勤務時間のインターバル）は
「８時間以上」での設定が必要

2024年4月から
☆自動車運転業務の時間外上限は、月８０時間＝1日3.5時間
（最大年間９６０時間）

☆一日の休息時間（勤務時間のインターバル）は
「継続11時間以上を基本とし、9時間を下回らない」

一日あたりの労働時間は短く、一日の休息時間は長くなる

１４時間 ８時間 １４時間

11.5時間 １１時間 11.5時間

労働時間（一日目） 勤務時間のインターバル 労働時間（二日目）

改
正
前

改
正
後

※労働時間11.5時間の計算根拠（1か月の労働日を22日で想定）
①1か月の労働日数を22日
②1日あたりの労働時間を8時間
③1か月の所定労働時間を１７６時間 （①×②）
④1か月の時間外労働時間上限を８０時間（時間外上限９６０時間／年÷12か月）
⑤1か月あたりの労働時間上限２５６時間（③＋④）
⑥1日あたりの労働時間上限約１１.５時間 （⑤÷①）



通運作業の基礎知識

過労運転について

旅客のみならず貨物も含めた
全ての運転者の健康と国民の安全確保

改善基準告示の見直し、労働基準監督署、
運輸支局の監査強化

居眠りが原因
↓

過労運転？
↓

「高速ツアーバス等の過労運転防止のた
めの検討会」を設置

↓

改善基準告示の見直しも検討
運転手一人あたり実車距離400㎞に制限
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労働安全衛生法による安全衛生管理体制

専 任 す べ き 管 理 者 等 対象となる業種及び事業場の労働者数

総括安全衛生管理者

（法第１０条）

①常時１００人以上の労働者を使用する林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業

②常時３００人以上の労働者を使用する上記①以外の製造業等の工業的業種

③常時３００人以上の労働者を使用する上記①、②以外の業種

安全管理者

（法第１１条）

常時５０人以上の労働者を使用する上記①、②の業種

※安全管理者選任時研修を受けた者のなかから選任する必要があります。

衛生管理者 （法第１２条） 常時５０人以上の労働者を使用する全業種

安全衛生推進者

（法第１２条の２）
常時１０人以上５０人満の労働者を使用する上記①、②の業種

衛生推進者

（法第１２条の２）
常時１０人以上５０人満の労働者を使用する上記③の業種

産業医 （法第１３条） 常時５０人以上の労働者を使用する全業種

安全衛生委員会

（法第１７条～１９条）
常時５０人以上の労働者を使用する全業種



通運作業の基礎知識

安全衛生委員会の設置

[1]危険防止・健康障害防止の基本対策に関すること
[2]健康の保持増進のための基本対策に関すること
[3]労働災害の原因及び再発防止対策に関すること
[4]上記の他、危険防止、健康障害防止、健康保持増進に関する下記重要事項

○安全衛生に関する規定の作成に関すること
○危険性・有害性の調査及びその結果に基づき講ずる措置に関すること
○安全衛生に関する計画の作成、実施、評価および改善に関すること
○安全衛生教育の実勢計画の作成に関すること
○有害性の調査並びにその結果に対する対策の樹立に関すること
○作業環境測定の結果及びその結果の評価に基づく対策の樹立に関すること
○健康診断や医師の診断等の結果に対する対策の樹立に関すること
○健康の保持促進を図るための措置の実施計画作成に関すること
○長時間労働による健康障害防止対策の樹立に関すること
○精神的健康の保持送信を図るための対策の樹立に関すること
○行政官庁から安全衛生に関して受けた命令、指示、勧告、指導に関すること

安全衛生委員会
（構成員）

①総括安全衛生管理者又は
事業の統括管理者等

②完全管理者及び衛生管理者

③産業医

④当該事業場労働者で安全に
関して経験を有する者

⑤当該事業場労働者で衛生に
関して経験を有する者

※①の委員が安全衛生委員会の議長を務める

◎50人以上の労働者を使用する事業場に設置
◎毎月1回以上開催
◎審議内容は議事録にまとめて3年間保存

審議内容
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貨物駅構内の安全組織体制



通運作業の基礎知識

リスクアセスメント



通運作業の基礎知識

「５Ｒ運動」

駅構内安全作業のための基礎知識



通運作業の基礎知識

①レールに脚をかけない

→転ぶ、滑る、つまづく

②レールに腰をかけない

→腰が重くすぐには
逃げられない

③レールの中を歩かない

→背後から貨車が近づい
ても分からない

④レールに近づいて歩かない

→自分は線路の外を歩いて
いるつもりが貨車に
巻き込まれることも

⑤レールは直角に横断する

→左右・足元を指差確認し
て横断する

５Ｒ運動を知っていますか？
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ヒューマンエラーについて
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ヒューマンエラーについて

ヒューマンエラーの分類
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ヒューマンエラーについて

危険予知
訓練

どのような
危険が予測
されます
か？

どうすれば
危険が回避
できます
か？
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ＳＡＳ対策（睡眠時無呼吸症候群）

出所 ： 国土交通省



通運作業の基礎知識

心臓疾患・大血管疾患対策

出所 ： 国土交通省
「心臓疾患・大血管疾患対策

ガイドライン」より



通運作業の基礎知識

視野障害対策

出所 ： 国土交通省「自動車運送事業者における視野障害対策マニュアル」より



通運作業の基礎知識

原価構成要素
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原価構成要素

変動費 固定費

・日々のオペレーションで
発生する費用

・収入とともに変化する
・発注、購買、命令により
発生する

・外注費、燃料費、修繕費、
残業代、契約社員費用など

・固定的（構造的）
・収入と関係なく発生する
・作業を行わなくても発生
する

・人件費、関係会社への
外注費

・作業施設使用料、償却金等

費用を「変動費」と「固定費」に分けること。
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原価管理
利益＝ 売価 － 原価
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原価管理のＰＤＣＡサイクル

計画
(Plan)

実践
(Do)

検討
(Check)

改善
(Action)

①原価標準の設定

②原価実態の把握

③差異分析

④原価の引き下げ

計画
(Plan)

実践
(Do)

検討
(Check)

改善
(Action)

①原価標準の設定

②原価実態の把握

③差異分析

④原価の引き下げ
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運行効率の算出法

積載率（％）
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生産性の算出法
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目で見える管理の例
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Ⅱ荷役作業の知識



通運作業の基礎知識

さまざまなコンテナ



通運作業の基礎知識

３１フィートコンテナ
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破損事故

50.0%

へこみ損事故

13.1%

擦れ損事故

9.2%

濡損事故

7.6%

減量事故

1.7%

その他

18.4%

鉄道コンテナ 事故種類別発生率

荷物事故防止に資する調査研究報告書

（平成２５年３月）

対象期間：平成２３年４月～平成２４年３月

事故発生件数：１６，７４２件

出所：（公社）全国通運連盟

貨物事故の発生状況



通運作業の基礎知識

パレタイズ貨物自体を緊縛する方法

（ア）バンド巻き方式 （イ）ストレッチ包装方式 （ウ）ネット掛け方式

・透明なので商品の確認
が容易

荷崩れ防止材を返送する
必要があり管理が必要

デメリット
（注意点）

・繰り返し使用できる

ダンボールのパレタイズ貨
物の固定に適している

ダンボールのパレタイズ貨
物の固定に適している

不定形な袋物の荷物にも
対応できる適用

メリット

・マジックテープなどで固定
するので作業が容易

・かぶせるだけなので作業
が容易

・繰り返し使用できるので
ゴミが発生しない

・荷物の固定度が非常に
高い

・ストレッチは１回１回使い
捨てなので返送・管理の
手間がいらない
・自動包装機を導入すれば
手間がかからない

荷崩れ防止材を返送する
必要があり管理が必要

使い捨てのため、到着地
でゴミが発生

ゴム等のバンドで荷物を巻
いて固定する方法

方法

ロープやゴムバンドのネッ
トをパレタイズ貨物の上か
ら覆って固定する方法

荷物をラップで巻いて
固定する方法

方式

出所： 「荷崩れ防止マニュアル」全国通運連盟
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コンテナ内でパレタイズ貨物を固定する方法

（ア）エアバッグ方式 （イ）パネルあて方式

・荷物を抑える合計4枚の板がコンテ
ナの天井にあるレールからぶら下がっ
ており、この板に取り付けられている
つっかえ棒を伸縮することで荷物を固
定する方法

・反復使用するためには返送・回収体
制をしっかりとする必要があること

・作業が容易
・荷姿が不揃いの荷物も固定できる
・反復使用が可能

袋を荷物と荷物の隙間などに入れて
圧縮空気を注入して膨らませ、固定す
る方法

・ＪＲの19C型及び19E型12ftコンテナ
に装備された荷崩れ防止装置による
もの

方法

方式

・コンテナ内にかなりの空間が発生す
る場合に有効

デメリット
（注意点）

・コンテナ内の隙間が狭い場合は作業
性が悪い（エアバッグ等による固定の
方が適している）

・空気を注入するエアコンプレッサーが
必要

・荷崩れ防止装置がコンテナに取り付
けられているため返送・回収の必要が
ない

メリット

出所： 「荷崩れ防止マニュアル」全国通運連盟
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荷台中心

コンテナ内への積み込み方法
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中央部分があいている
組み方。長方形の製品
に向く。

重ねた製品の合わせ目
が上下で相互に組まれ
ているので、荷重でずれ
るのを防ぐ。

ブロック積みや棒積みの
基本パターンで、比較的
広い底面をもつ製品に
向く。

ピンホールパターンインターロックパターンコラムパターン

中央部分があいている
組み方。長方形の製品
に向く。

重ねた製品の合わせ目
が上下で相互に組まれ
ているので、荷重でずれ
るのを防ぐ。

ブロック積みや棒積みの
基本パターンで、比較的
広い底面をもつ製品に
向く。

ピンホールパターンインターロックパターンコラムパターン

T １ １ 型
(1100x1100mm)なら6枚

９ 型(900x1100mm)
なら8枚（１９Ｄ）

１ ４ 型
(1400x1100mm)なら4枚

１２ｆｔコンテナへのパレットの積み付け図

積み付けパターン例
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事故防止に向けた体制づくり



通運作業の基礎知識

出所 国土交通省ＨＰより

コンテナ偏積対策について



通運作業の基礎知識

コンテナ偏積対策について

□ ポータブル重量計による重量バランス測定の実施
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コンテナ偏積対策について
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■偏積事例 （１８Ｌ缶）

コンテナ偏積対策について

Before 偏積率 10.14％ After 偏積率 1.52％
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■偏積事例 （紙袋）

コンテナ偏積対策について

Before 偏積率 12.48％ After 偏積率 2.56％
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コンテナ偏積対策について

計測方法

車両（荷台）左右の車高差で確認する方法

偏積防止マニュアルの活用
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コンテナ偏積対策について

計測結果の判定計測場所（位置） ▼
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フォークリフトの種類
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天板四隅にあるツイストロックホールに連結してコンテナを吊り上げる。
20フィートから40フィートのコンテナに対応

フォークリフトの種類

トップリフター

４本のツイストロック
ピンをコンテナと連結
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フォークリフトの荷重曲線と許容荷重
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コンテナ用フォークリフト類の作業上の注意事項
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Ⅲコンテナ集配車両に
関する知識



通運作業の基礎知識

コンテナ集配車両の知識

トラック等の最大寸法

区分 トラック等
セミトレーラ

ー

寸法

長さ １２ｍ １３ｍ

幅 ２．５ｍ

高さ ３．８ｍ

重量ト
ン

車両総重量 ２５ｔ ３６ｔ

軸重 １０ｔ １１．５ｔ

隣接軸重の
和

２０ｔ

輪荷重 ５ｔ

区分 トラック等 セミトレーラー
フルトレーラ

ー

寸法

長さ １２ｍ

（高速道路） １２ｍ １６．５ｍ １８ｍ

幅 ２．５ｍ

高さ ３．８ｍ

重量トン

車両総重量 ２０ｔ ２７ｔ

（高速道路等） ２５ｔ ３６ｔ

軸重 １０ｔ

隣接軸重の和 ２０ｔ

輪荷重 ５ｔ

保安基準における寸法等の最大値 車両制限令における寸法等の最大値
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通行許可制度
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コンテナ集配車の車両諸元
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主なコンテナ集配車両

コンテナ２個積車両 20ｆｔ・30ｆｔ・31ｆｔ対応車両

コンテナ１個積車両

コンテナ３個積車両

（セミ・トレーラ）

20ｆｔ・30ｆｔ・31ｆｔ対応車両

コンテナ4個積車両
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コンテナ集配車両導入時の留意事項

１個積み車両

 JR
400mm
以上

1,200mm
以下

3,715mm(踊場有の場合は4,115mm)以上の確
保

２個積み車両

 JR  JR

 JR  JR

1,300mm以上

1,300mm以下

7,500mm(中間踊場有の場合
8,655mm)以上の確保

1,300mm以下

12,000mm以下



通運作業の基礎知識

コンテナ集配車両導入時の留意事項

19型と10ｃｍの差

コンテナサイズの比較

容積 積載重量

高さ 幅 長さ 高さ 幅 長さ （㎥） （ｔ）

19Ｄ 両側開き 2,500 2,450 3,715 2,254 2,275 3,647 18.7 5.0

20Ｄ 両側開き 2,600 2,450 3,715 2,354 2,275 3,647 19.5 5.0

19Ｇ 妻側開き 2,500 2,450 3,715 2,239 2,323 3,594 18.6 5.0

20Ｇ 妻側開き 2,600 2,450 3,715 2,339 2,323 3,594 19.5 5.0

内法（ｍｍ）
形式 扉位置

外法（ｍｍ）

19型から20型へ汎用コンテナサイズ拡大



通運作業の基礎知識

コンテナ集配車運転時の事故防止に向けて

出所：「国際海上コンテナ陸上運送新安全輸送ガイドライン」国土交通省

1.安全運転

不適切コンテナの発生防止



通運作業の基礎知識

コンテナ集配車運転時の事故防止に向けて



通運作業の基礎知識

コンテナ集配車運転時の留意事項

（アンカークランプ）



通運作業の基礎知識

コンテナ集配車運転時の留意事項



通運作業の基礎知識

水底トンネル等における危険物積載車両の通行禁止・制限

・通行禁止の対象となっている危険物を積載する場合、または通行制限の対象となっている危険物で積載量等
の通行可能要件を満たさない場合。

・規制トンネルを通行することができないので、トンネル手前のインターチェンジで流出するか、別ルートに
迂回する。

・この通行禁止又は制限に違反した場合には、６ヶ月以下の懲役又は３０万円以下の罰金に処さる。



通運作業の基礎知識

コンテナ集配車運転時の留意事項



通運作業の基礎知識

コンテナ集配車運転時の留意事項

平成２７年12月２３日 トレーラ横転事故 （首都高速小菅ＪＣＴ付近）



通運作業の基礎知識

次世代自動車技術の例

出所：経済産業省・国土交通省・環境省・日本自動車工業会・石油連盟



通運作業の基礎知識

ＣＮＧ車と天然ガスタンドの普及状況

出所：(社)日本ガス協会資料より作成



通運作業の基礎知識

ご清聴ありがとうございました。


